
00 1213 2015.6　広報 広報 　2015.6

４月から介護保険料（65歳以上）が変わりました
３年ごとに見直すことになっている介護保険料（65歳以上）は今年度
が見直しの年です。基準額をもとに、所得などに応じて決まります。

段階 対象者 保険料率 年額（月額）

１
本人が生活保護を受給している

基準額×0.45 30,780円（2,565円）本
人
が
市
町
村
民
税
非
課
税

世帯全員が
市町村民税
非課税

本人が老齢福祉年金を受給している

本人の前年の合計所得金額と
課税年金収入額の合計が

80万円以下
2 80万円を超え120万円以下 基準額×0.7 47,880円（3,990円）
3 120万円を超える 基準額×0.75 51,300円（4,275円）
4 世帯の誰かに

市町村民税
課税者がいる

本人の前年の合計所得金額と
課税年金収入額の合計が

80万円以下 基準額×0.9 61,560円（5,130円）
5 80万円を超える 基準額 68,400円（5,700円）
6

本人が
市町村民税課税 本人の前年の合計所得金額が

120万円未満 基準額×1.2 82,080円（6,840円）
7 120万円以上190万円未満 基準額×1.3 88,920円（7,410円）
8 190万円以上290万円未満 基準額×1.5 102,600円（8,550円）
9 290万円以上400万円未満 基準額×1.7 116,280円（9,690円）
10 400万円以上700万円未満 基準額×1.75 119,700円（9,975円）
11 700万円以上 基準額×1.9 129,960円（10,830円）

■基準額（年額）　本町で介護保険給付にかかる費用×65
歳以上の人の負担分（22％）÷本町の65歳以上の人数 ■問い合わせ

　介護保険課　介護保険係　☎（232）2508

国
保
税
は
世
帯
主
に
課
税
さ
れ
ま
す

　
国
保
税
は
、
国
民
健
康
保
険（
国
保
）に

加
入
し
て
い
る
人
ご
と
に
算
定
し
、
課
税

さ
れ
ま
す
。
制
度
上
、
世
帯
主
が
国
保
に

加
入
し
て
い
な
く
て
も
、
世
帯
の
中
に
国

保
加
入
者
が
い
れ
ば
国
保
税
は
世
帯
主
に

課
税
さ
れ
ま
す
。

■
変
更
届
は
14
日
以
内
に

　
世
帯
の
中
で
社
会
保
険
へ
の
加
入
・
脱

退
な
ど
が
あ
っ
た
と
き
は
、
税
額
が
変
わ

り
ま
す
。
加
入
・
脱
退
か
ら
14
日
以
内
に

健
康
・
保
険
課
ま
た
は
西
部
支
所
に
届
け

て
く
だ
さ
い
。

■
所
得
の
申
告
を
お
忘
れ
な
く

　
国
保
税
の
所
得
割
は
前
年
の
所
得
を
も

と
に
計
算
さ
れ
ま
す
。
所
得
の
申
告
を
し

て
い
な
い
人
は
、
税
額
の
軽
減
判
定
や
高

額
療
養
費
支
給
額
の
判
定
な
ど
が
行
え
ま

せ
ん
の
で
、
必
ず
申
告
し
て
く
だ
さ
い
。

※
平
成
26
年
中
の
収
入
が
遺
族
年
金
や
障

害
年
金
、
雇
用
保
険
の
給
付
金
な
ど
の

非
課
税
所
得
だ
け
の
人
や
、
無
収
入
で

あ
っ
た
人
で
も
申
告
は
必
要
で
す
。

町
県
民
税
は
こ
と
し
１
月
１
日
現
在

の
住
所
地
か
ら
課
税
さ
れ
ま
す

　
町
県
民
税
は
、
こ
と
し
１
月
１
日
現
在
、

本
町
に
住
所
が
あ
る
人
に
課
税
さ
れ
ま
す
。

１
月
２
日
以
降
に
本
町
に
転
入
し
た
人
は
、

こ
と
し
１
月
１
日
に
住
ん
で
い
た
市
区
町

村
か
ら
納
付
書
が
届
き
ま
す
。

　
会
社
な
ど
に
勤
め
て
い
る
人
で
、
町
県

民
税
が
給
与
か
ら
天
引
き
さ
れ
て
い
る
人

は
、
会
社
か
ら
通
知
書
が
渡
さ
れ
ま
す
。
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様

納
税
通
知
書
を
送
り
ま
す

問 

税
務
課　
住
民
税
係　
☎（
２
３
２
）４
９
１
１

平
成
27
年
度
の
国
民
健
康
保
険
税（
国
保
税
）と
町
県
民
税
の
納
税
通
知
書（
納
付

書
）を
６
月
中
旬
に
送
り
ま
す
。
納
付
書
が
届
き
ま
し
た
ら
、
期
限
内
に
納
付
を

お
願
い
し
ま
す
。

所得証明書・課税証明書の発行

　平成27年度（平成26年中の所得）の
所得証明書・課税証明書などの証明書
は６月１日㈪から発行します。
　ことし１月２日以降に本町に転入し
た人の平成27年度の各種証明書は、
ことし１月１日現在に住んでいた市区
町村が発行します。

　
日
常
生
活
で
重
度
の
要
介
護
状
態
に
あ

る
人
を
自
宅
で
常
に
介
護
し
て
い
る
家
族

の
精
神
的
、
経
済
的
負
担
を
減
ら
す
た
め
、

介
護
用
品
購
入
費
を
助
成
し
ま
す
。

■
対
象
要
件　
要
介
護
３･

４･

５
と
認

定
さ
れ
、
紙
オ
ム
ツ
な
ど
の
助
成
対
象

用
品
が
必
要
と
認
め
ら
れ
る
人

※
入
院
中
・
施
設
入
所
中
、
シ
ョ
ー
ト
ス

テ
イ
利
用
中
の
購
入
は
、
対
象
外
で
す
。

　
ご
み
収
集
場
所
や
道
路
、
山
林
、
空
き

地
な
ど
へ
の
家
電
製
品
や
タ
イ
ヤ
な
ど
の

廃
棄
物
の
不
法
投
棄
が
後
を
絶
ち
ま
せ
ん
。

景
観
を
損
ね
る
の
は
も
ち
ろ
ん
、
悪
臭
や

水
質
・
土
壌
の
汚
染
、
災
害
に
発
展
す
る

危
険
性
が
あ
り
ま
す
。

■
不
法
投
棄
を
未
然
に
防
ぐ
た
め
に
は

　
廃
棄
物
の
不
法
投
棄
は
、
５
年
以
下
の

懲
役
ま
た
は
１
千
万
円
以
下
の
罰
金
が
科

せ
ら
れ
ま
す（
法
人
の
場
合
は
３
億
円
以

下
の
罰
金
）。

■
対
象
用
品　
紙
オ
ム
ツ
、
尿
取
り
パ
ッ

ト
、
使
い
捨
て
手
袋
、
ド
ラ
イ
シ
ャ
ン

プ
ー
、
清
拭
剤

■
助
成
額　
月
額
６
，
２
５
０
円（
限
度
）

※
助
成
は
受
給
資
格
認
定
申
請
を
し
た
日

の
属
す
る
月
の
翌
月
か
ら
支
給
対
象
と

な
り
ま
す
。

■
助
成
対
象
者　
対
象
要
件
に
あ
る
人
を

自
宅
で
介
護
し
て
い
る
家
族

　
柵
・
看
板
の
設
置
や
雑
木
・
雑
草
の
刈

り
込
み
な
ど
監
視
の
目
が
行
き
届
い
て
い

る
と
意
識
さ
せ
る
こ
と
も
大
切
で
す
。
そ

の
た
め
に
は
土
地
の
所
有
者
や
管
理
者
、

自
治
会
な
ど
の
協
力
が
欠
か
せ
ま
せ
ん
。

看
板
は
町
で
も
お
渡
し
し
ま
す
。

■
不
法
投
棄
を
な
く
す
た
め
に
は

　
モ
ラ
ル
や
マ
ナ
ー
、
ル
ー
ル
を
守
り
、

ポ
イ
捨
て
や
不
法
投
棄
を
絶
対
に
し
な
い
、

さ
せ
な
い
こ
と
が
重
要
で
す
。
不
法
投
棄

は
絶
対
に
や
め
ま
し
ょ
う
。

し
な
い
・
さ
せ
な
い
不
法
投
棄

自
宅
で
介
護
を
し
て
い
る
ご
家
族
へ

問 

環
境
生
活
課　
ご
み
減
量
推
進
係　
☎（
２
３
２
）２
１
１
４

問 

介
護
保
険
課　
介
護
保
険
係　
☎（
２
３
２
）２
５
０
８

NO

■65歳以上の人の介護保険料（平成27年度～平成29年度）

雨水浸透桝設置費補助金
■交付対象者
・町内の住宅などに任意で雨水浸透桝を設置する土地所

有者か使用者
・雨水浸透桝が設置された新築住宅を購入した住宅購入

者
■補助額　１基当たり１万６千円（上限４基６万４千円）
■交付対象となる雨水浸透桝
・雨どいからの接続とすること（雨水以外の流入があれ

ば交付対象外）
・雨水浸透桝標準布設構造図に適合すること
■注意事項
・交付を受けるには、設置前に（雨水浸透桝が設置され

た新築住宅を購入した住宅購入者は購入後すぐに）申
請手続きが必要です。

・補助金の交付は、予算の範囲内で
　行います。

雨水タンク設置費補助金
■交付対象者
・町内に住宅用家屋を所有し、居住する一定の要件に当

てはまる人
■交付対象となる雨水タンク
・有効貯水量が 50㍑以上のもの
・おおむね５年間以上の使用に耐えられる構造と材質の

もの
・散水などを行う機能があるもの
・未使用であること
・当該年度内に購入した雨水タンクであること
※住宅用家屋１棟につき１基まで。
■補助額
・有効貯水量200㍑ 未満　（上限）２万４千円
・有効貯水量200㍑ 以上　（上限）３万５千円
※購入額の２分の１の額が右の金額に満たない場合は、

その額から千円未満の端数を切り捨てた額です。
■問い合わせ　環境生活課　環境係　☎（232）2114

雨水浸透桝
ます
・雨水タンクの設置費用の一部を補助します

都市型水害の軽減と地下水のかん養による生活環境保全のため、雨水浸透桝の設置費を補助
しています。上水道の節水と地下水量保全のため、雨水タンクの設置費も補助しています。


